事業用借地契約書

　本公証人は、　　年　　月　　日、後記当事者の嘱託により、左の法律行為に関する陳述の趣旨を録取し、この証書を作成する。

　法律行為の本旨

　賃貸人　　　（以下「甲」という。）と、賃借人　　　（以下「乙」という。）は、　　年　　月　　日、頭書(１)物件の表示記載の甲所有の土地について、借地借家法（平成３年法律第90号。以下「法」という。）第24条（事業用借地権）第１項に規定する借地権の設定契約を次のとおり締結する。

頭書(１)　目的物件の表示

	土

地
	所在
	

	
	地番
	

	
	地目
	

	
	地積
	

	建

物
	所在
	

	
	構造
	木造・鉄骨・鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造・軽量鉄骨造・その他

（　　　　　　　　）／（　　）階建／全（　　　）戸

	
	建築面積
	
	延床面積
	

	
	用途
	

	そ

の

他
	本件建物以外の構造物

	
	構造
	木造・鉄骨・鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造・軽量鉄骨造・その他

（　　　　　　　　）／（　　）階建／全（　　　）戸

	
	建築面積
	延床面積

	
	用途
	


頭書(２)　契約期間

	　　　年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで（　　　年間）


頭書(３)　賃料等

	賃料
	　　　月額　　　円
	共益費
	　　　月額　　　円
	※前払賃料の月額換算額
	円

	敷金
	円

（賃料　　　ヵ月）
	
	円

（賃料　　　ヵ月）
	※前払賃料
	円

	賃料等の支払時期
	翌月分を前月　　　日まで

	賃料等
の支払
方法　
	□振込
	

	
	□持参
	持参先
	

	
	□口座引落
	委託会社名
	


（注）前払賃料について定める場合は※印の欄に記載すること

頭書(４)　借主及び緊急連絡先

	借主氏名
	法人の場合
	（商号）

	
	個人の場合
	（氏名）

	緊急連絡先
	担当者氏名

	
	（自宅）


	
	（携帯）


頭書(５)　貸主及び管理業者

	貸　主
	氏名

	
	住所


	管理業者
	商号又は名称

	住　所
	
TEL

	賃貸不動産管理業協会会員番号
	※賃貸不動産管理業協会の会員である場合に記載すること。

	管理担当者
	氏名　　　　　　　　　　　　　賃貸不動産管理士登録番号（　　　　　　　　　　　　　　）

※賃貸不動産管理業協会の認定資格である賃貸不動産管理士の登録を受けている場合に記載。


※貸主と土地の所有者が異なる場合は、次の欄も記載すること。

	所有者
	氏名

	
	住所　〒　　　-


頭書(６)　特約事項

	


　本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、貸主及び借主が記名押印の上、各自１通を保有する。

平成　　年　　月　　日　

	甲・貸主
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	TEL　　　（　　　）

	
	住所

	乙・借主（法人
の場合）
	商号
	TEL　　　（　　　）

	
	代表者名

	
	住所

	乙・借主（個人
の場合）
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	TEL　　　（　　　）

	
	住所

	連帯保証人
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
	TEL　　　（　　　）

	
	住所

	連帯保証人
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
	TEL　　　（　　　）

	
	住所

	保証機関名

（保証制度利用の場合）
	

	宅地建物
取引業者
	商号（名称）
	代表者　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	
	事務所所在地

TEL

	
	免許証番号　　　大臣・　　　知事（　　　）　　　号

	宅地建物取引
主任者
	氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	登録番号　　　知事　　第　　　号

	
	業務に従事する
事務所所在地
	


※ eq \o\ac(□,印)は実印

※この契約書は、宅地建物取引業法第37条に定められている書面を兼ねています。

契　約　条　項

　（契約の目的）

第１条　甲は、専ら　　の事業の用に供する頭書(１)「物件の表示」（以下「物件表示」という。）記載の建物（以下「本件建物」という。）の所有を目的として、物件表示記載の土地（以下「本件土地」という。）に、乙のために、法第24条第１項に規定する借地権（以下「事業用借地権」という。）を設定する。

２　本契約により甲が乙のために設定する事業用借地権（以下「本件借地権」という。）は賃借権とする。

３　本件借地権には、法第３条から第８条まで、第13条及び第18条並びに民法第619条第１項の規定は適用されない。

　（建物の建築等）

第２条　乙は、本件土地に頭書(１)の物件表示の記載と異なる建物又は建物以外の構造物を建築してはならない。建築された建物又は建物以外の構造物を改築又は再築する場合も同様とする。

２　乙は、本件建物を、専ら　　の事業に供するものとし、その全部又は一部を居住の用に供してはならない。

　（存続期間）

第３条　本件借地権の存続期間は、頭書(２)記載のとおりとする。

　（賃料）

第４条　本件土地の賃料は、頭書(３)記載のとおりとする。ただし、１ヵ月未満の期間については、日割計算によるものとする。

２　乙は、翌月分の賃料を、毎月　　日までに頭書(３)記載の方法により、甲に対して支払わなければならない。

　（敷金）

第５条　乙は、賃料、第15条に規定する遅延損害金その他本契約に基づいて生ずる一切の乙の債務を担保するため、本契約が成立したときに、甲に対し敷金として　　　円を預託しなければならない。

２　乙に賃料の不払いその他本契約に関して発生する債務の支払遅延が生じたときは、甲は、催告なしに敷金をこれらの債務の弁済に充当することができる。甲は、この場合には、弁済充当日、弁済充当額及び費用を乙に書面で通知する。乙は、甲より充当の通知を受けた場合には、通知を受けた日から　　日以内に甲に対し敷金の不足額を追加して預託しなければならない。

３　本契約の終了に伴い、乙が本件土地を原状に復して甲に返還し、かつ、第14条第１項に規定する事業用借地権設定登記の抹消及び本件建物の滅失登記がなされた場合において、甲は、本契約に基づいて生じた乙の債務で未払いのものがあるときは敷金の額から当該未払債務の額を差し引いた額を、また、未払いの債務がないときは敷金の額を、それぞれ遅滞なく乙に返還しなければならない。この場合において、返還すべき金員には利息を附さないものとする。

４　前項の場合において、未払債務額を差し引いて敷金を返還するときは、甲は、敷金から差し引く金額の内訳を乙に明示しなければならない。

５　乙は、本件土地を原状に復して甲に返還するまでの間、敷金返還請求権をもって甲に対する賃料その他の債務と相殺することができない。

６　乙は、敷金返還請求権を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。ただし、第８条第２項に規定する場合については、この限りではない。


	７　賃料が増額されたときは、敷金も賃料の増額の率と同率で増額されるものとする。この場合において、乙は、甲に対し、新たな敷金の額と従前の敷金の額の差額を追加して預託するものとする。


　（土地の適正な使用）

第６条　乙は、善良な管理者の注意をもって本件土地を使用し、土壌の汚染等により原状回復が困難となるような使用をしてはならない。

２　乙は、騒音、振動、悪臭、有毒ガス又は汚水の排出等によって近隣と迷惑となるような行為を行ってはならない。

３　乙は、事業を営むに当たり、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

一

二

三

　（建物の賃貸）

第７条　乙は、本件建物を第三者へ賃貸する場合は、次の各号に定めるところによらなければならない。

一　当該第三者との賃貸借契約（以下この条において「建物賃貸借契約という」という。）が、本件借地権の満了の　　ヵ月前に終了するものということ。

二　建物賃貸借契約において、法第38条（定期建物賃貸借）第１項の規定に従い、契約の更新がないこととする旨を定めること。

三　建物賃貸借契約の締結に先立ち、建物の賃借人に対し、法第38条第2項の規定による説明を行うこと。

四　建物賃貸借契約の期間が一年以上である場合は、法第38条第４項の通知期間内に、建物の賃借人に対し、期間の満了により建物賃貸借契約が終了する旨の通知をすること。

　（借地権の譲渡、転貸）

第８条　乙は、第三者に、本件借地権を譲渡し、又は本件土地を転貸しようとする場合は、あらかじめ、甲の書面による承諾を得なければならない。

２　甲が前項の譲渡に承諾を与えたときは、乙は本件借地権とともに甲に対する敷金返還請求権を当該第三者に譲渡するものとし、甲はこれを承諾する。

　（土地の譲渡）

第９条　甲は、本件土地を第三者に譲渡しようとする場合は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなければならない。

２　甲は、本件土地を第三者に譲渡した場合には、乙に対する敷金返還債務を当該第三者に承継させなければならない。

　（承諾事項）

第10条　第８条第１項に規定する場合のほか、乙は、次の各号に掲げる行為を行おうとする場合は、あらかじめ、甲の書面による承諾を得なければならない。

一　本件建物又は本件建物以外の構造物についての物件表示記載の事項の変更（建築面積又は延床面積の変更にあっては、　割以内の面積の増減を除く。）

二　本件土地の区画形質の変更

　（通知義務）

第11条　甲又は乙は、次の各号の一に該当することとなった場合は、直ちに、その旨を本契約の相手方に書面により通知しなければならない。

一　氏名若しくは名称、代表者又は住所若しくは主たる事業所の所在地を変更したとき。

二　合併又は分割が行われたとき。

　（契約の解除）

第12条　次の各号の一に掲げる事由が乙に存する場所において、甲が相当の期間を定めて当該事由に係る義務の履行を乙に対し催告したにもかかわらず、乙がその期間内に当該義務を履行しないときは、甲は、本契約を解除することができる。ただし、本契約における当事者間の信頼関係が未だ損なわれていないと認められるときは、この限りではない。

一　第２条第１項の規定に違反して本件土地に物件表示と異なる建物若しくは構造物を建築したとき又は同条第２項の規定に違反して本件建物の全部若しくは一部を居住の用に供したとき。

二　第４条第１項に規定する賃料の支払を２ヵ月以上怠ったとき。

三　第５条第６項の規定に違反して、敷金返還請求権を譲渡し又は担保に供したとき。

四　第６条各項の規定に違反する本件土地の使用を行ったとき。

五　第７条各号に定めるところによらず本件建物を第三者へ賃貸したとき。

六　第８条第１項に規定する承諾を得ないで、本件借地権を第三者に譲渡し又は本件土地を第三者に転貸したとき。

七　第10条に規定する承諾を得ないで、同条各号に掲げる行為を行ったとき。

八　その他本契約の規定に違反する行為があったとき。

２　乙について銀行取引の停止処分、国税等滞納処分又は破産その他の法的整理手続きの開始の決定があったときは、甲は、直ちに本契約を解除することができる。前項ただし書の規定は、この場合における甲の解除について準用する。

　（原状回復義務）

第13条　本契約が終了する場合には、乙は、自己の費用をもって本件土地に存する建物その他乙が本件土地に附属させた物を収去し、本件土地を原状に復して甲に返還しなければならない。

２　本件借地権が存続期間の満了によって消滅する場合には、乙は、期間満了　年前までに本件建物の取壊し及び本件建物の賃借人の退去等本件土地の返還に必要な事項を書面により甲に報告しなければならない。

３　第１項に規定する本件土地の返還が遅延した場合には、乙は、遅延期間に応じ、本件土地の賃料の　倍に相当する額の遅延損害金を甲に支払わなければならない。


	４　全各項の規定にかかわらず、乙は、甲の承諾を得て、本件借地権の存続期間満満に本件建物無償で甲に譲り渡すことができる。


　（登記）

第14条　甲及び乙は、本契約を締結した後、遅滞なく、本件土地について事業用借地権設定登記をするものとする。

２　本契約が終了した場合には、甲及び乙は、事業用借地権設定登記を抹消するものとする。

　（遅延損害金）

第15条　乙は、本契約に基づき甲に対して負担する賃料その他の債務の履行を遅滞したときは、甲に対して年　％の割合による遅延損害金を支払わなければならない。

　（契約費用等の負担）

第16条　本契約締結に係る公正証書作成費用、本件借地権設定登記に係る登録免許税その他の諸費用は、甲及び乙がこれを折半して負担するものとする。

　（管轄裁判所）

第17条　本契約に係る紛争に関する訴訟は、本件土地の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の管轄裁判所とするものとする。

　（協議）

第18条　本契約に定めのない事項又は本契約の規定の解釈について疑義がある事項については、甲及び乙は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意を持って協議し、解決するものとする。

　（更新に関する事項及び特約事項）

第19条　特約事項については、本契約に記載するとおりとする。

【特約】





【特約】








